
事 務 連 絡 

令和７年４月５日 

 

 

 各区長、自治会長 殿 

 

 

南城市長 古 謝 景 春 

（公 印 省 略） 

 

 

三世代同近居及び移住定住支援制度に係る区・自治会加入証明書の発行について

（依頼） 

 

 みだしのことについて、本市では下記の補助制度を施行しておりますが、補助要件とし

て自治会に加入することを義務付けております。そのため、当該補助金の申請者より区・

自治会加入証明書の発行依頼がある際は、ご協力下さいますようお願い申し上げます。 

尚、地域によって条件が異なることから様式は任意と致しますが、申請者に対しては参

考資料として別添のひな型を配布しております。 

 

 

記 

 

１．該当する制度 

 ①南城市三世代同近居支援補助金 

 ②南城市知念地域移住定住支援補助金 

 

２．依頼内容 

 補助申請者に対する区・自治会加入証明書（任意様式）の発行 

 

３．その他 

 制度の詳細は南城市公式ホームページよりご覧ください 

以上 

 

●お問合せ先 

南城市役所企画部まちづくり推進課 

ＴＥＬ：９１７－５３９４ 

ＦＡＸ：９１７－５４２４ 

担当：仲村 一成 

E-mail:nakamura00512@city.nanjo.okinawa.jp 
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        加入証明書 

 

 

下記の者が、新たに     区（自治会）区民（会員）となったことを証する。 

 

 

 

記 

 

 

１．氏 名：             

 

２．住 所：南城市                  

 

３．入会日：    年  月  日 

以上 

 

 

年  月  日 

 

 

             区（自治会） 

 

区長（自治会長）            印 
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記入例 
 

 ○○区（自治会）加入証明書 

 

 

下記の者が、新たに○○区（自治会）区民（会員）となったことを証する。 

 

 

 

記 

 

 

１．氏 名：○○ △△ 

 

２．住 所：南城市○○字○○ABC番地 

 

３．入会日：    年  月  日 

以上 

 

 

年  月  日 

 

 

○○区（自治会） 

区長（自治会長）  ○○ ○○  印 
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南城市では、世代間で助け合いながら子育てを行う三世代同近居世帯への支援を通じ

て、地域コミュニティの活性化と定住促進を図るため、予算の範囲内において、本市に

同居又は近隣に居住(近居)するための費用の一部を補助しています。 

※同居…子世帯と親世帯が同一行政区に居住していること  

※近居…子世帯と親世帯が市内の別行政区に居住していること 

 
 

 

（１） 申請日において、次のいずれかに該当すること。 

ア 子世帯が継続して１年以上同一行政区外に居住した後に、同居していること。 

  イ 子世帯が継続して１年以上市外に居住した後に、同居又は近居していること。 

（２） 同居する家屋又は近居する行政区内に定住する意思があること。 

（３） 当該子世帯の構成員の全員及び親等が、居住する行政区の自治会に加入していること。 

（４） 当該子世帯の構成員の全員及び親等が、マイナンバーカードを取得していること。 

 （５） 当該子世帯の構成員の全員及び親等(納税義務者)が、納期限が到来している市税を

完納していること。 

（６） 当該子世帯の構成員の全員が、過去にこの補助金を受給しておらず、他の公的制度

による移住・引越・家賃補助等を受けていないこと。 

 （７） 当該子世帯の構成員の全員及び親等が、暴力団員及び関係者でないこと。 

 （８） 三世代同近居（転入）して 1 年以内であること 

     ※ 賃貸住宅は対象になりません。 

住宅を新築、改築又は購入した際に係る費用または引越費用 

ただし、支給額の上限は以下のとおりです。 

区分 補助基本上限額 過疎地域（知念地域）加算 

１．新築、改築、購入費

用 

（１）同居 ３０万円 ７０万円 

（２）近居 ２０万円 ３０万円 

２．引越費用（定額） 

※１の費用がない場合 

（１）県外 １０万円 ２０万円 

（２）県内 ５万円 ５万円 

※この補助金は一時所得にあたるため課税対象です。確定申告等が必要になる場合があります。 

詳細は QR コードからご確認ください。 

 

補助対象者 

補助対象経費  

令和７年度 4 月作成 

裏面もご確認ください。 

南城市役所企画部 まちづくり推進課

TEL 098-917-5394 

E-mail:machi@city.nanjo.okinawa.jp 
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令和 4 年 4 月 1 日に南城市の旧知念村地域が一部過疎として指定されたことから、

当該地域における若者世代の移住・定住の促進と地域コミュニティの担い手不足を解消

するため、予算の範囲内において、当該地域に移住するための費用の一部を補助します。 

（※移住…1 年以上知念地域外に居住していた者が知念地域内に住民票を移し、かつ定住する

ことをいう。但し、直近において知念地域内の賃貸物件に居住していた者が知念地域内に住居

を新築、増改築、購入して住民票を異動することを含む） 

 

 
 

 

 

 

 

（１） 申請日において、満 40 歳に到達して最初の 3 月 31 日までの間にある方。ただ

し、満１８歳に到達して最初の３月３１日までの間にある子どもと生計を一にし、

同居している世帯として、市が認めた場合はこの限りでない。 

（２） 転入及び異動を行った日から１年以内であること。 

（３） 知念地域に定住する意思があること。 

（４） 当該世帯の世帯主が居住する行政区域の自治会に加入していること。 

（５） 当該世帯の構成員の全員が、マイナンバーカードを取得していること。 

（６） 当該世帯の構成員の全員（納税義務者）が、納期限が到来している市税を完納して

いること。 

（７） 当該世帯の構成員の全員が、この告示に基づく補助金を受給していないこと。 

（８） 当該世帯の構成員の全員が、他の公的制度による移住・引越し・家賃補助等を受け

ていないこと。 

（９） 当該世帯の構成員の全員が、暴力団員及び関係者でないこと。 

（１０） 本補助金の効果測定に資する調査等へ協力すること。 

支給額の上限は以下のとおりです。 

区分 補助額 

１．新築、改築、購入費用 ５０万円 

２．引越費用（定額） 

（※１．の費用がない場合） 

（１）県外 １０万円 

（２）県内 ５万円 

※この補助金は一時所得にあたるため課税対象です。確定申告等が必要になる場合があります。 

詳細は QR コードからご確認ください。 

補助対象者 

補助対象経費  

南城市役所企画部 まちづくり推進課

TEL 098-917-5394 

E-mail:machi@city.nanjo.okinawa.jp 

裏面もご確認ください。 

5


